









































に留意すべきものとす」とあって、帝国大学令のときと同様に、大学の役割を国家的に認知したものとなっている。しかし、日本 大学はあくまでも帝国大学 モデルとしていたので、 「不完全 る大学の安易に設立せらるるがごとき弊」 に陥らないように いう理由で、さまざまな設置条件が定められた。それは私学にとっては過酷な条件であっ 。
その条件は予科の開設や設備・教員などについて帝国大学に準ずるも として厳しく設
定されていたが 資金力 乏しい私立専門学校にとって特 重荷 なった は基本財産の
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Ⅳ　新しい教育理念を求めて
供託であった。供託金は一校五十万円で、一学部増設するごとに十万円が加算された。例えば、五学部を擁していた早稲田大学の場合 供託金は九十万円に達したが、大正六年の経常支出は三十六万円であっ から、 認可を受けるためには年間経費の約三倍にものぼる膨大な費用が必要だったのである。そのため直ちに大学に昇格できる学校はほとんどなかった。早稲田大学と慶応義塾大学はともに強力な同窓生組織を持っていたので、その寄付によ て供託金を集めることができて、大正九年に私学のトップ き 大学に昇格した。ほかの専門学校 この困難を克服するために大変な努力 払わなければならなかった。東洋大学もその一つであったが、結局大学に昇格できたのは昭和 なってから ある。
東洋大学は大正八年に大学昇格のための計画を発表した。学部を国学、漢学、仏学の三
















官主主義で、英米は民主主義 証拠である。わが日本 は私立大学を許してあるも、従来の方針がドイツの官主主義により、何となく私立を邪魔物にみなし、敬遠主義ならよいけれども、嫌遠主義を取って今日 至った。……政府はただ私立学校の設備の不完全を責むるのみにて これをして完全ならしむる方法を与えぬ、あ かも水利を官田にばか 供給し、すこしも私田に及ぼさずしてその田の荒廃を責む と同様である。……私立 校を愛育擁護する道を講ずるこそ戦後 大勢に順応するもの いうべきである。
近年危険思想に関しその筋の警戒ありと聞く。その中にはとかく私立学校がかかる思想




という言葉に表され いるように、教育上の国家統制的な色彩を明確にしていた。昭和になり戦争という非常態勢下に入ると、こ 面からの統制が私立大学に加えられ く 当然、東洋大学もそのような動き 無縁ではなく、変化を余儀なくされた。
大正時代までの東洋大学について、 中島徳蔵はこう記している。 「いかにも規模は小さい、





いて社会において最も神聖なるべき学府が、ややもすれば俗世間の小照となるを免れぬ傾向がある。官僚臭味、党派根性、成金迎合、学校政略などが看板の美、口上の合理性のもとに行われ こととなる。しかるに過去のこの学校には僕の感ずる限り、比較的にこの種の嫌がなかった。 れ比較的に待遇のよくなかったにもかかわらず、気持ちよくのびのびと僕が勤めていられたゆえんである」こ う 質実で自由な雰囲気は 国家統制のもでは消えてしまうのである。
昭和六年の満州事変、七年の上海事変を境に、日本は軍事的拡大政策を強化した。教育



























同時に学内の教育体制も改変された。こう た動きに対して教授十六名が反対声明書 提出したが、結局彼らは辞任に追 込まれ しまっ 。そ 、太平洋戦争がはじまった昭和十六年には 学生組織である 友会が「護国会」として改組され 学内の一元的新体制が確立された。
こうして東洋大学は、政府が国家至上主義、軍国主義を推進する社会状況にあって、大

























































































に加えて社会科学系の学部をもつまでに至った。しかし、総合大学となるには「復興寄附金募集」に関する文書に記されていたよう 、校舎や教育設備などに多額の資金が必要である理科系の学部を新設しなければならなか 。昭和三十六年、政財界の大きな支援を受けて念願の工学部が設置され、東洋大学は真の意味での総合大学となった。新制大学発足から数えて十二年目のこ であった。
さらに、昭和三十九年に通信教育部、四十一年に経営学部と短期大学が設置され、戦後

















なかった時代でもあった。この時代は高度経済成長に入っていたため、就職などにおける学歴重視の社会構造が生じ ことを背景として、進学率が増加し「受験戦争」と呼ばれる状況が生まれ、そこでは「偏差値」 いう単一の尺度がクローズアップされた。そして、偏差値によって大学はランクづけされ、それが各大学の相違点であるとする一面的傾向が助長されてきた。こうして国公立大学も私立大学もその特徴を失ってしまった。つまり、教育によってどのような人間を育成するのかという、大学 原点 見失われて まったのである。
その結果、現代が第三期として位置づけられ、大学の原点が模索され、再び建学の精神




































学部が誕生した。複雑な現代の世界と社会を解明し、その問題を担う新たな人材を養成する「国際地域学部」は、経済・地域開発・産業振興・環境の四分野 総合的・実践的に教育す 日本ではじめての学部である。最先端科学の「生命科学部」は、微生物から人間にいたるまでのすべての生命現象を分子レベルで解明 学部である。





















































































































































学部に「人間環境デザイン学科」が新設され、同学部は三学科に増設された。白山キャンパスの学部では、経営学部に「会計ファイナ ス学科」が新設さ 大学院では、新たに「福祉社会デザイン研究科」が増設され 経営学研究 の「ビジネス・会計ファイナンス専攻」と、経済学研究科 「公民連携専攻」が新設された。この「公民連携専攻」 授業は、社会人が びやすい新大手町ビル内のサテラ ト教室で行われている。
さらに学内のプロジェクトとして、 「 『共生学』の構築」と「山古志村復興支援に関する










































































の研究成果を、社会へ発信することに努めた。特に、読売新聞東京本社の後援で「連続国際シンポジウム・共生社会の実現と先端科学への挑戦」を開催し、平成十九年度は、つぎのとおりのテーマで三回実施した。まず、国際共生社会研究センターによる「環境共生社会の交通まちづくり」 、そして、エコ・フィロソフィ学際 イニシアティブによる「今地球を維持する哲学とは？─エコ・フィロソフィを求めて」 、最後に、バイオ・ナノエレクトロニクス研究セ タ による「バイオ科学とナノテクノロジーの融合に向けて」である。さらにシンポジウム 内容を読売新聞紙上に再録し 広報展開することにより、広く社会に向け研究成果の発信を行った。
平成二十年四月には、文学部教育学科に「人開発達専攻」と「初等教育専攻」の二専攻














































京北中学校・高等学校及び白山高 学校を、大学用地とし 確保した赤羽台キャンパスに仮移転させ、 舎の建て替えをおこなうこととした。この建て替えに当 て、京北各学校の教育環境を改善することと、大学施設を集約化することとした。まず、京北学園があった白山キャンパス隣接地
（従来から学校法人東洋大学の所有地）
に大学施設を建設するとともに



















































































































































1 日 本 大 学 70,071
2 早 稲 田 大 学 48,028
3 立 命 館 大 学 35,835
4 近 畿 大 学 34,414
5 慶應義塾大学 33,442
6 明 治 大 学 32,891
7 東 洋 大 学 31,640
8 法 政 大 学 30,639
9 関 西 大 学 30,335
10 同 志 社 大 学 28,929
11 東 海 大 学 28,536
12 中 央 大 学 26,204
13 関西学院大学 25,405
14 帝 京 大 学 22,744
15 立 教 大 学 20,489
16 龍 谷 大 学 19,876
17 福 岡 大 学 19,768
18 東京理科大学 19,325
19 青山学院大学 19,275
20 専 修 大 学 18,254
各大学の『大学ポートレート』より作成。
数値は、2019年５月１日現在の在籍者数。
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